
  

 令和８年５月６日に福島県内の磐越道で発生した事故を受けて、県立高等学校等及

び私立学校における部活動遠征の実態について調査を行いました。 

 

 調査の結果、遠征計画から実施まで顧問が幅広い役割を担っている一方、部活動遠

征全体について、安全確保の観点から共通して確認すべき事項が体系的に整理されて

いないなど、部活動遠征における組織的な安全管理を明確化する必要があることが明

らかになりました。 

 

 この結果を踏まえ、部活動遠征における生徒の安全を確保するため、学校・学校法

人が組織として安全管理を行う仕組みへの転換、部活動遠征における安全確保基準の

明確化などを基本方針とする再発防止策を講じることとしました。 

 

 また、安全確保基準の趣旨を現場に浸透させるための研修会の実施や、各学校にお

ける対応状況のフォローアップ調査等を行い、継続的に安全管理の取組を確認してい

きます。 

 

 詳細については、別添資料のとおりです。 

 

【添付資料】 

・部活動遠征の実態調査結果及び再発防止策 

【参考資料】 

  ・「部活動遠征における安全確保の徹底について（通知）」（令和８年８月 20 日付教保第 362 号） 

 ・「部活動遠征の実態調査結果及び事故防止のための対策について」（令和８年８月 20 日付大私第 318 号） 
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総務部大学・私学振興課 

部活動遠征の実態調査結果及び再発防止策について 

本件についての問い合わせ先 

教育庁保健体育課 志田、笠原 

（直通）025-280-5621 （内線）3930 

   高等学校教育課 今井、池上 

（直通）025-280-5610 （内線）3870、3878 

総務部大学・私学振興課 伊花、櫻井 

（直通）025-280-5915 （内線）2060、2081 



1

部活動遠征の実態調査結果及び再発防止策 添付資料
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３ 調査で明らかになった実態

(2) 安全管理体制について

(1) 遠征の実施状況

※事業所を利用した部活動数で算出
※県立は、これまで確認を求める明
確なルール等なし

※事業所を利用した部活動数で算出
※県立は、これまで発行を求める明
確なルール等なし

② 管理職による事前の書類確認 ④ 危機管理マニュアルの改訂③ 事故時の連絡体制の共有① 事業所利用時の契約書等発行

いつもしている 70.2% (214 部) 71.5% (108部)

県立学校 私立学校

いつもしている 38.4% (118部) 37.7% (57部)

県立学校 私立学校

いつもしている 86.7% (593部) 79.7% (188部)

県立学校 私立学校
改定済 97.6% (84校) 17.4% (4校)

県立学校 私立学校

※未改定の学校への対応
・県立２校は６/26時点改定済
・私立に対しては、速やかに改定
するよう要請済み。8/18時点で
改定済みは17校(73.9%)

※個別の状況を確認したところ、レンタカー及び運転者の手配・契約関係に疑義があった遠征が、
県立で３件（４校・複数校合同遠征を含む）、私立で12件（１校）確認されました。（なお、県立３件については、関係機関に相談中）
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❶ 遠征の実態に即した
共通の安全基準の明確化

・県立高校の安全基準や国の対策等を
参考に、各学校において移動に関す
る基本方針※1を含めた部活動遠征に
おける安全確保基準※2を策定

※１ 顧問による運転や貸切バス等利
用の場合の基本方針を位置づけ
※２ 学校による遠征計画の確認、貸
切バス等利用の場合の確認事項、教
職員の同乗、保護者への事前連絡等
の内容を記載

➋ 学校・学校法人が組織として
安全管理を行う仕組みへの転換

・遠征の実施を顧問個人の判断に
委ねるのではなく、学校が組織的に
確定・決定する体制を構築

・校外活動計画に関する保護者への
事前連絡（契約内容等含む）

・安全対策の立案や実施状況に
ついては、校長等学校内部による
対応によらず学校法人として、
理事会や監事等の確認の実施を求める

（１）基本方針

❶ （１）基本方針に沿った対応を
各学校・学校法人に対して要請

・（１）基本方針の内容を各学校・学校
法人に周知するとともに、基本方針に
沿った対応を実施するよう要請

（２）具体的方策

再発防止策について ※私立学校５

➌ 部活動遠征等における
安全確保に関する研修会の実施

・安全確保基準の趣旨を現場に
浸透させるため、研修を実施
（県立・私立合同開催）

➋ 実施状況のフォローアップ
・今回の要請の対応状況について、

各学校・学校法人に対して
フォローアップ調査を実施するととも
に、当面の間は年１回の調査を継続

・危機管理マニュアルの速やかな策定及
び策定までの間においても安全管理の
取組の徹底を要請

・保護者に対して、各学校における対応
策の周知と、遠征における安全確保状
況等の事前連絡を実施するよう要請

・各学校において策定した
移動に関する基本方針や部活動遠征
における安全確保基準は、
各学校のHPへ掲載するよう要請



教保第 362 号 

令和８年８月 20 日 

 

 県立高等学校長 様 

 県立中等教育学校長 様 

教育長  

 

部活動遠征における安全確保の徹底について（通知） 

 

 部活動遠征における生徒の安全確保については、これまでも各学校において適切な対

応が図られてきたところですが、令和８年５月６日に福島県内の磐越道で発生した県内

私立高校のバス事故を受け、県立高等学校等における部活動遠征の実態調査を実施しま

した。 

 調査の結果、遠征計画から実施まで顧問が幅広い役割を担っている一方、部活動遠征

全体について、安全確保の観点から共通して確認すべき事項が体系的に整理されていな

いなど、部活動遠征における組織的な安全管理を明確化する必要があることが明らかに

なりました。 

 この調査の結果を踏まえ、部活動遠征における安全管理を徹底するため、再発防止策

を講じることとしましたので、各学校において、下記のとおり対応願います。 

 

記 

 

１ 部活動遠征に係る安全確保の徹底 

  別添「部活動遠征における安全確保基準」に基づき、生徒の安全を最優先に、学校

が組織として安全管理を徹底し、部活動遠征を実施すること。 

  なお、本通知の発出時点において、すでに校長の承認を受けている部活動遠征につ

いては、本基準に沿った安全確認を行ったうえで実施すること。 

 

２ 部活動遠征の必要性等の検討 

  学校は、遠征の目的、教育的意義、生徒への負担及び費用負担等を総合的に勘案

し、教育活動としての必要性及び妥当性を十分に検討すること。 

 

 

【添付資料】 

資料１ 部活動遠征の実態調査結果及び再発防止策 

資料２ 部活動遠征における安全確保基準 

資料３ 部活動遠征おける安全確保基準に関するＱ＆Ａ 

資料４ 部活動遠征における安全確保基準（概要版） 

資料５ 「運転前安全管理チェックフォーム」の作成について 

 

担当 保健体育課学校体育指導係 
副参事・係長 渡邉 修二 
℡ 025(280)5622 

高等学校教育課 管理係 

係長 池上 宗継 

℡ 025(280)5610 

参考資料（県立） 
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部活動遠征の実態調査結果及び再発防止策 資料１
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３ 調査で明らかになった実態

(2) 安全管理体制について

(1) 遠征の実施状況

※事業所を利用した部活動数で算出
※県立は、これまで確認を求める明
確なルール等なし

※事業所を利用した部活動数で算出
※県立は、これまで発行を求める明
確なルール等なし

② 管理職による事前の書類確認 ④ 危機管理マニュアルの改訂③ 事故時の連絡体制の共有① 事業所利用時の契約書等発行

いつもしている 70.2% (214 部) 71.5% (108部)

県立学校 私立学校

いつもしている 38.4% (118部) 37.7% (57部)

県立学校 私立学校

いつもしている 86.7% (593部) 79.7% (188部)

県立学校 私立学校
改定済 97.6% (84校) 17.4% (4校)

県立学校 私立学校

※未改定の学校への対応
・県立２校は６/26時点改定済
・私立に対しては、速やかに改定
するよう要請済み。8/18時点で
改定済みは17校(73.9%)

※個別の状況を確認したところ、レンタカー及び運転者の手配・契約関係に疑義があった遠征が、
県立で３件（４校・複数校合同遠征を含む）、私立で12件（１校）確認されました。（なお、県立３件については、関係機関に相談中）
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❶ 遠征の実態に即した
共通の安全基準の明確化

・県立高校の安全基準や国の対策等を
参考に、各学校において移動に関す
る基本方針※1を含めた部活動遠征に
おける安全確保基準※2を策定

※１ 顧問による運転や貸切バス等利
用の場合の基本方針を位置づけ
※２ 学校による遠征計画の確認、貸
切バス等利用の場合の確認事項、教
職員の同乗、保護者への事前連絡等
の内容を記載

➋ 学校・学校法人が組織として
安全管理を行う仕組みへの転換

・遠征の実施を顧問個人の判断に
委ねるのではなく、学校が組織的に
確定・決定する体制を構築

・校外活動計画に関する保護者への
事前連絡（契約内容等含む）

・安全対策の立案や実施状況に
ついては、校長等学校内部による
対応によらず学校法人として、
理事会や監事等の確認の実施を求める

（１）基本方針

❶ （１）基本方針に沿った対応を
各学校・学校法人に対して要請

・（１）基本方針の内容を各学校・学校
法人に周知するとともに、基本方針に
沿った対応を実施するよう要請

（２）具体的方策

再発防止策について ※私立学校５

➌ 部活動遠征等における
安全確保に関する研修会の実施

・安全確保基準の趣旨を現場に
浸透させるため、研修を実施
（県立・私立合同開催）

➋ 実施状況のフォローアップ
・今回の要請の対応状況について、

各学校・学校法人に対して
フォローアップ調査を実施するととも
に、当面の間は年１回の調査を継続

・危機管理マニュアルの速やかな策定及
び策定までの間においても安全管理の
取組の徹底を要請

・保護者に対して、各学校における対応
策の周知と、遠征における安全確保状
況等の事前連絡を実施するよう要請

・各学校において策定した
移動に関する基本方針や部活動遠征
における安全確保基準は、
各学校のHPへ掲載するよう要請
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部活動遠征における安全確保基準 
 

新潟県教育委員会 

令和８年８月 20 日 

 

１ 目的 

  部活動遠征の実施にあたっては、生徒の生命及び身体の安全がすべてにおいて優先され

なければならない。 

  本基準は、部活動遠征における安全管理の基本的事項を定めることにより、生徒が安心

して教育活動に参加できる環境を整備するとともに、学校が組織として安全管理を行う体

制を構築することを目的とする。 

また、遠征の計画、確認及び承認の手続きを明確化することにより、安全確保を前提と

した適切な実施を図るものとする。 

 

２ 定義 

  この基準において、用語の意義は、次のとおりとする。 

(1) 「部活動遠征」とは、距離に関わらず、通常の活動場所以外で部活動を行うため、生

徒を引率して移動する教育活動をいう。 

 (2) 「通常の活動場所」とは、当該部活動において日常的に活動している学校施設その他

の継続的に使用している活動場所をいう。 

 (3) 「顧問」とは、当該部活動の指導及び引率を担当する教職員をいう。 

 

３ 基本的な考え方 

 (1) 生徒の安全を最優先とすること 

   学校は、実施の可否を含め、安全確保を最優先に判断するものとする。 

 

 (2) 学校組織として安全管理を行うこと 

   学校は、部活動遠征に係る安全管理を顧問の判断や経験に委ねるのではなく、組織と

して必要な確認を行い、安全性を総合的に判断したうえで、実施の可否を判断するもの

とする。 

 

 (3) 遠征の必要性及び妥当性を十分検討すること 

   学校は、遠征の目的、教育的意義、生徒への負担及び費用負担等を総合的に勘案し、

教育活動としての必要性及び妥当性を十分に検討するものとする。 

 

 (4) 移動手段の基本的な考え方 

概ね 100 ㎞以上の移動については、原則、公共交通機関及び貸切バス等の営業用自動

車を利用する。 

資料２ 
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これらの利用が著しく困難等である場合、教職員による運転その他の方法を検討す

る。 

この原則は、遠征における主たる移動について適用するものとし、遠征先における宿

泊施設、競技会場その他の目的地間の移動についても、移動距離、人数その他の状況を

踏まえ、安全性を考慮して移動手段を選択するものとする。 

 

(5) 安全が確認できない場合の対応 

   学校は、本基準に基づき必要な事項を確認し、安全が確保されると認められる場合に

限り、部活動遠征を実施するものとする。 

   確認の結果、安全性に懸念がある場合は、移動手段、移動計画、引率体制その他必要

な事項について見直しを行い、なお懸念が解消しない場合は、遠征の実施を見合わせる

ものとする。 

 

４ 学校による確認及び承認 

顧問は、遠征の実施にあたり、教育委員会が定める様式（部活動遠征計画書兼承認申請

書）により、遠征計画を校長に提出し、承認を受けなければならない。 

校長は、次の(1)～(4)に掲げる事項について確認し、安全が確保されると認められる場

合に限り、承認するものとする。 

学校は、貸切バス、レンタカー等を利用する場合及び外部に運転者を依頼する場合に

は、遠征計画の承認を受けたうえで、学校を契約主体として、適切な事業者と契約するも

のとする。 

 (1) 遠征の必要性及び妥当性 

学校は、次の事項を確認するものとする。 

    ・ 遠征の目的及び教育活動としての必要性 

    ・ 生徒への負担及び費用負担 

    ・ 宿泊の必要性 

    ・ 遠征回数及び実施時期 

 

(2) 移動計画の適切性 

学校は、公共交通機関及び貸切バス等営業用自動車の利用可能性を十分に検討したう

えで、次に掲げる事項について総合的に勘案し、安全性の観点から適切な移動計画を策

定するものとする。 

      ・ 移動距離 

・ 所要時間 

・ 生徒数 

・ 荷物量 

・ 移動手段 

・ 集合及び解散の方法 
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・ 運転者及び運行計画 

・ 教職員等の同乗体制 

特に、公共交通機関又は貸切バス等営業用自動車以外の車両を使用する場合は、教

職員等（部活動指導員、保護者等の学校関係者を含む）が運転者又は同乗者として乗

車するものとする。 

 

(3) 緊急時の対応体制 

   学校は、事故その他緊急事態が発生した場合に備え、必要な連絡体制をあらかじめ整

備するものとする。 

   

(4) 移動手段ごとの確認事項 

  学校は、移動手段に応じ、次に掲げる事項について確認又は対応するものとする。 

① 貸切バス、タクシー利用の場合 

  学校は、次に掲げる事項について確認するものとする。 

   ・ 法令に基づく許可を受けた事業者であること（緑ナンバー等の確認） 

   ・ 運行計画及び運転者の休憩・交替体制が適切であること 

   ・ 契約書、運送引受書等により契約内容及び運行内容が書面で確認できること 

 

 ② 教職員が自家用車（10 人乗り以下）を運転して生徒を引率する場合 

    学校は、「新潟県教育委員会自家用車公務使用要領」に基づく必要な手続きを行う。 

【新潟県教育委員会自家用車公務使用要領】に基づく主な手続き 

□  引率担当者が「公務使用自家用車届出書」を校長に提出 

□ 県外引率の場合は、旅行開始日７日前までに、校長が「公務使用自家用車 

による県外引率届出書」を高等学校教育課に提出 

    また、運転者の疲労等を考慮し、安全運転に支障を及ぼさない運行計画となってい

ることについて確認するものとする。 

 

③ 教職員が大型自動車（11 人乗り以上）を運転して生徒を引率する場合 

学校は、「生徒を引率するための大型自動車使用に関する要領」に基づく必要な手

続きを行う。 

【生徒を引率するための大型自動車使用に関する要領】に基づく主な手続き 

□ 引率担当者が「学校自動車使用届出書」を校長に提出 

  ※車検証、保険証券の写し及び運転記録証明書を添付 

□ 引率担当者が「学校自動車による生徒引率承認申請書」を校長に提出 

□ 引率する生徒の保護者全員の同意を得ること 

    また、運転者の疲労等を考慮し、安全運転に支障を及ぼさない運行計画となってい

ることについて確認するものとする。 
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④ 教職員がレンタカーを運転して生徒を引率する場合 

 学校は、次に掲げる事項について確認するものとする。 

・法令に基づく許可を受けた事業者であること  

・貸渡約款を遵守すること 

・貸渡証の交付を受け、契約内容を確認するとともに、運行時に携行すること 

・実際に運転を担当するすべての教職員が、貸渡契約上の運転者として指定されて 

いること 

   ・運転者の疲労等を考慮し、安全運転に支障を及ぼさない運行計画になっているこ     

    と 

・大型自動車（11 人乗り以上）のレンタカーを利用する場合は、「生徒を引率する

ための大型自動車使用に関する要領」に基づく必要な手続を行っていること 

また、10 人乗り以下のレンタカーを使用して県外引率を行う場合は、本基準に基づ

き、学校は様式（部活動遠征計画書兼承認申請書）の写しを高等学校教育課に提出す

るものとする。 

  

 ⑤ 教職員が運転する場合の共通事項 

②から④までに共通して、教職員が車両を使用する場合は、運転前に、健康状態等

その他安全運転に支障を及ぼす恐れのある事項について、教育委員会が示す電子フォ

ームその他学校が定める方法により自己点検を行い、その結果を記録するとともに、

必要に応じて管理職が把握できるようにするものとする。 

 

⑥ 運転者を外部に依頼する場合 

学校が、運転者（貸切バス、タクシー等営業用自動車を除く）を外部に依頼する場

合は、次に掲げる事項について確認するものとする。 

・法令に基づき運転者の手配を行うことが認められた事業者であること 

・見積書、契約書等により契約内容及び運行内容が書面で確認できること 

 

 ⑦ 保護者による送迎 

  学校は、遠征計画上、保護者運転を前提とした配車を組むことは行わないものとす

る。 

保護者による送迎が行われる場合には、学校は、集合・解散場所、緊急連絡先その

他必要な情報を提供するとともに、安全運転への協力を依頼するものとする。 

ただし、保護者が大型自動車（11 人乗り以上）を使用して複数の生徒を送迎する場

合は、事前に高等学校教育課と協議するものとする。 

 

５ 保護者への情報提供 

学校は、遠征の計画について、書面その他適切な方法により、保護者に対して事前に情

報提供するものとする。 
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６ 教育委員会との協議 

  学校は、この基準の適用に疑義が生じた事項について、あらかじめ保健体育課と協議す

るものとする。 

 

７ 基準運用の見直し 

教育委員会は、本基準の各学校における運用状況について確認するとともに、学校の実

情を踏まえ、必要に応じて見直しを行う。 
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部活動遠征計画書 兼 承認申請書 記入上の留意事項 

 

１ 基本情報 

基本情報欄は、遠征の概要が分かるよう、必要事項を記載してください。 

・ 「遠征の理由」は、遠征を実施する必要性が分かるよう、具体的に記載してください。 

高体連、高野連、高文連主催大会への出場の場合は、記載不要です。 

・ 「引率職員（緊急連絡先）」は、引率する職員を全員記載し、緊急時に連絡可能な電話番号を記

載してください。 

 

２ 移動計画 

(1) 集合・解散方法 

・集合及び解散について、該当する項目にチェックを入れてください。 

・集合及び解散のいずれも「現地」を選択した場合は、【行程・移動手段】の記載は不要です。

【現地集合・現地解散の場合】に、集合及び解散の日時・場所を記載してください。 

(2) 行程・移動手段 

集合から解散までの出発・到着時刻、区間、移動者、移動手段、運転者・運行事業者等及び

同乗者を記載してください。 

・出発時刻及び到着時刻の両方を記載してください。 

・生徒と引率職員の移動手段が異なる場合や、移動する区間が異なる場合は、それぞれ 分け

て記載してください。 

・公共交通機関を利用する場合は、利用する交通機関（例：新幹線、在来線等）が分かるよう

に記載してください。  

・貸切バス、タクシー等を利用する場合は、運行事業者名を記載してください。 

・自家用車、学校自動車、レンタカー等を使用する場合は、運転者の氏名を記載してくださ

い。 

・公共交通機関又は貸切バス等営業用自動車以外の車両を使用する場合は、運転者又は同乗者

として乗車する教職員等を記載してください。  

・ 「同乗者」欄には、運転者以外に同乗する教職員等（部活動指導員、保護者等の学校関係者を

含む）を記載してください。同乗者がいない場合は「なし」と記載してください。  

 

【記載例１】生徒と顧問が貸切バスで移動する場合 

日時 区間 移動者 移動手段 運転者・運行事業者等 同乗者 

4/1(月) 8:30 発→10:00 着 学校→会場 生徒 40 名・顧問 2 名 貸切バス ○○バス㈱ 顧問 2 名 
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【記載例２】生徒と顧問の移動手段が異なる場合 

日時 区間 移動者 移動手段 運転者・運行事業者等 同乗者 

4/1(月) 8:00 発→9:30 着 学校→会場 顧問１名 自家用車 〇〇 〇〇 なし 

4/1(月) 8:30 発→10:00 着 〇〇駅→会場 生徒 25 名 電車・バス ― なし 

 

３ 公共交通機関や貸切バス等の利用が困難な理由 

・概ね 100km 以上の遠征において、公共交通機関や貸切バス等を利用しない場合に記載してくだ

さい。 

・公共交通機関及び貸切バス等の利用可能性を検討した上で、これらを利用しない具体的な理由

を記載してください。 

・ 「荷物が多い」「移動が不便」等の事情だけでなく、公共交通機関や貸切バス等の利用が困難で

ある具体的な事情を記載してください。 

・生徒が公共交通機関を利用し、引率職員が荷物の運搬等のため自家用車で移動する場合は、こ

の欄への記載は不要です。 

【記載例】 

  ・大型の競技用具を運搬する必要があり、公共交通機関での運搬が困難であるとともに、貸切バス

の利用についても、必要な車両を確保することが困難であるため 

・公共交通機関の運行本数が少なく、競技会の開始時刻に間に合わないため 

・引率生徒数が少なく、貸切バスの利用が合理的でない 

・貸切バス事業者に運行を依頼したものの、運行可能な事業者が見つからない 

 

４ 費用 

・遠征に係る費用の合計額には、移動費、宿泊費、参加費等、遠征の実施に直接必要となる費用

を含めて記載してください。生徒 1 人当たりの負担額は、実際に生徒が負担する額を記載して

ください。 

 

５ 管理職確認 

・管理職は、遠征の必要性・妥当性、移動手段、運転者、運行計画及び引率体制について、安全

確保の観点から確認してください。 

・安全性に懸念がある場合は、移動手段、行程、引率体制等の見直しを行ってください。 

・「管理職所感」は、再検討を求める場合や、特に留意事項がある場合に記載してください。 

 



（様式） 

部活動遠征計画書 兼 承認申請書 

１ 基本情報 

部活動名      引率生徒数   名  ※名簿を別添 

遠征日程 令和  年  月  日（ ）～ 月  日（ ）    泊  日 

主な活動場所                      住所：    県    市             ℡      -       - 

宿泊先                  住所：    県    市             ℡      -      - 

目 的 
□大会・コンクール □練習試合 □合宿 □イベント □その他（          ） 

大会名(主催者)：              （        主催） 

遠征の理由 

 

※高体連、高野連、高文連主催大会出場の場合は記載不要 

 

引率職員(緊急連絡先) 

※引率する職員を全員記載 
引率責任者：        ℡(携帯)：      -       - 

その他引率職員：      ℡(携帯)：      -       - 

 

２ 移動計画 
 

【集合・解散の時間と場所】 

 

 【行程・移動手段】※集合及び解散のいずれも「現地」を選択した場合は、記載は不要です。 

    

３ 公共交通機関や貸切バス等の利用が困難な理由 

※概ね 100km 以上の遠征で、公共交通機関や貸切バス等を利用しない場合に記載してください。 

 
 

 

４ 遠征費用 

遠征に係る費用の合計：     円 ／ 生徒 1 人当たりの負担額：     円 

 

管理職確認欄   

□ 遠征の必要性・妥当性    □ 移動計画(移動手段・運転者等)の適切性    □ 緊急時の連絡体制 

□ 承認する 

□ 承認しない 

□ 再検討を求める 

〔管理職所感〕※再検討を求める場合や、特に留意すべき事項がある場合に記載してください 

  

 

 

集合 （時間）   ： （場所）  ☐ 学校  □現地  □その他（     ） 

解散 （時間）   ： （場所）  ☐ 学校  □現地  □その他（     ） 

出発・到着時間 区間 移動者 移動手段 運転者・運行事業者等 同乗者 

/（ ）  : 発→ : 着 →     

 /（ ） : 発→ : 着 →     

/（ ） :  発→ : 着 →     

/（ ） : 発→ : 着  →     



（様式） 

部活動遠征計画書 兼 承認申請書 

１ 基本情報 

部活動名  〇〇 部 引率生徒数  25 名  ※名簿を別添 

遠征日程 令和８年４月１日（月）～ ４月２日（火）   １泊２日 

主な活動場所  〇〇市立体育館     住所：〇〇県△△市〇〇町2-21   ℡〇〇〇-×△〇-×△〇〇 

宿泊先  ▲△旅館        住所：〇〇県△△市××町 1156   ℡〇〇〇-〇××-〇×〇〇 

目 的 
□大会・コンクール □練習試合 □合宿 □イベント □その他（          ） 

大会名(主催者)：春季高校△△交流大会（△△市スポーツ協会主催） 

遠征の理由 

 

※高体連、高野連、高文連主催大会出場の場合は記載不要 

・県内では実施が困難な○○高校との合同練習を通じて、技術の向上及び競技経験の充実を図るため。 

・対戦機会の少ない○○高校等との実戦形式の練習を行い、競技力の向上を図るため。 

・通常の活動場所では確保が困難な練習環境を確保し、集中的に練習を行うため。 

・専門的な設備を備えた○○施設を利用し、通常の活動場所では実施できない活動を行うため。 

・○○イベントへの参加を通じて、日頃の活動成果を発表するため。 

引率職員(緊急連絡先) 

※引率する職員を全員記載 
引率責任者：        ℡(携帯)：〇〇〇-〇〇××-〇×〇〇 

その他引率職員：      ℡(携帯)：△△△-××××-△△△〇 

 

２ 移動計画 
 

【集合・解散の時間と場所】 

 

 【行程・移動手段】※集合及び解散のいずれも「現地」を選択した場合は、記載は不要です。 

    

３ 公共交通機関や貸切バス等の利用が困難な理由 

※概ね 100km 以上の遠征で、公共交通機関や貸切バス等を利用しない場合に記載してください。 

・大型の競技用具を運搬する必要があり、公共交通機関での運搬が困難であるとともに、貸切バスの利用について 

も、必要な車両を確保することが困難であるため。 
・公共交通機関の運行本数が少なく、競技会の開始時刻に間に合わないため 
・引率生徒数が少なく、貸切バスの利用が合理的でない 

・貸切バス事業者に運行を依頼したものの、運行可能な事業者が見つからない 

 

４ 遠征費用 

〔20人の遠征で、移動費、宿泊費、大会参加費、施設使用料の合計が 196,000 円だった場合〕 

遠征に係る費用の合計：196,000 円 ／ 生徒 1人当たりの負担額：9.800 円 

集合 （時間） ９：30 （場所）  ☐ 学校  ☑現地  □その他（     ） 

解散 （時間） 16：00 （場所）  ☐ 学校  ☑現地  □その他（     ） 

出発・到着時間 区間 移動者 移動手段 運転者・運行事業者等 同乗者 

4/1（月）8:30 発→10:00 着 〇〇駅→会場 生徒 15 名・顧問１名 高速バス ― △△ △△ 

4/1（月）8:30 発→10:00 着 学校→会場 顧問１名 自家用車 〇〇 〇〇 なし 

4/1（月）15:30 発→17:00 着 会場→学校 生徒 40 名 貸切バス △△バス㈱ なし 

4/1（月）15:30 発→17:00 着 会場→学校 顧問１名 自家用車 〇〇 〇〇 なし 

4/8（月）8:30 発→10:30 着 学校→会場 生徒 10 名・顧問２名 学校自動車 〇〇 〇〇 ×× ×× 

4/8（月）15:00 発→17:00 着 会場→学校 生徒 10 名・顧問１名 学校自動車 〇〇 〇〇 なし 

記入例 



 

管理職確認欄   

□ 遠征の必要性・妥当性  □ 移動計画(移動手段・運転者等)の適切性  □ 緊急時の連絡体制 

□ 承認する 

□ 承認しない 

□ 再検討を求める 

〔管理職所感〕※再検討を求める場合や、特に留意すべき事項がある場合に記載してください 

  

・移動時間が長いため、適宜休憩を確保すること。 

・顧問の運転負担が大きいため、運転時間及び休憩について十分留意すること。 

・生徒の移動手段について、再度公共交通機関の利用を検討すること。 

・競技用具の運搬について、安全面を考慮した輸送方法を検討すること。 

 



「部活動遠征おける安全確保基準」に関するＱ＆Ａ 

教育庁 保健体育課・高等学校教育課  

（令和８年８月 20 日 作成） 

 

１ 基準の適用・基本的な考え方 

 

 

〇 本通知の発出後、新たに校長が承認する部活動遠征から適用しますが、通知発出時点で

すでに校長の承認を受けている遠征についても、生徒の安全を最優先とし、本基準に沿っ

た安全管理を行ったうえで実施してください。 

 

 

 

 

〇 従来から適用されている関係規程・要領等に基づく手続は、引き続き必要です。 

本基準は、これらの規程・要領等を置き換えるものではなく、部活動遠征全体につい

て、安全確保の観点から学校が確認すべき事項を整理したものです。 

したがって、例えば教職員が自家用車を公務使用する場合は、従来どおり「新潟県教育

委員会自家用車公務使用要領」に基づく手続を行った上で、本基準に基づく確認も行って

ください。 

 

 

 

 

 〇 これまで各学校・顧問が行ってきた安全確認や現場での判断を前提として、それらに

加えて、学校として必要な確認を行うことにより、安全管理をより確実なものとするこ

とを目的としています。 

顧問等の現場での判断や経験を生かしながら、学校として遠征の必要性、移動計画、

引率体制、移動手段等を確認してください。 

 

 

 

 〇 様式（遠征計画書兼承認申請書）は、県外遠征に限らず、本基準に基づく部活動遠征

について作成し、校長の承認を受けるものです。 

 

 

 

〇 本基準に定められた事項については、まず学校において確認・判断してください。 

保健体育課との協議が必要となるのは、本基準に定めのない事項や、安全管理上の疑

義が生じ、学校だけでは判断が難しい場合です。 

また、本基準で個別に「教育委員会と協議する」としている事項については、所定の

手続を行ってください。 

問１－１ この基準は、いつから適用されますか。 

問１－２ これまでの遠征に関する規程や要領は、この基準ができたことで使わなくなる 

のでしょうか。 

問１－３ この基準によって、これまで学校や顧問が行ってきた遠征の判断や取組が否定 

されるのですか。 

問１－５ すべての遠征について、毎回保健体育課に確認や相談をする必要がありますか。 

問１－４ 様式（遠征計画書兼承認申請書）は、県外遠征の場合だけ作成するのですか。 

資料３ 



２ 遠征の必要性・計画 

 

 

 〇 距離に関わらず、通常の活動場所以外で部活動を行うため、生徒を引率して移動する

場合は、部活動遠征に該当します。 

例えば、練習試合、合同練習、競技会等への参加のための移動が該当します。 

 

 

 

〇 本基準では、距離による下限を設けていません。通常の活動場所以外で部活動を行う

ために、生徒を引率して移動する場合は、距離に関わらず部活動遠征となります。 

ただし、移動距離等に応じて、安全管理上必要な確認事項は異なります。 

 

 

 

 

〇 過去から継続して実施している遠征であっても、当該年度の生徒の状況、活動内容、

移動方法、費用負担、実施時期等を踏まえて、教育活動としての必要性及び妥当性を確

認してください。 

「毎年実施していること」のみを理由として実施するのではなく、現在の状況を踏ま

えて判断することが重要です。 

 

 

 

〇 校長は、様式（遠征計画書兼承認申請書）の記載内容を確認・検討し、安全が確保さ

れると認められる場合に承認してください。 

  様式は、遠征の必要性、移動計画、引率体制、移動手段等について、本基準に基づく

必要な事項を整理して記載する様式となっています。原則として、様式の記載内容を確

認・検討することで、本基準に基づく基本的な確認・承認を行うことができます。 

  なお、移動距離、所要時間、移動手段、集合・解散方法、運行計画等については、そ

れぞれの内容を踏まえ、安全性を総合的に判断してください。 

 

３ 概ね 100km 以上の移動 

 

 

 

 〇 100km を超えることだけをもって、機械的に判断するものではありません。 

ただし、概ね 100km 以上の移動については、原則として公共交通機関及び貸切バス等

の営業用自動車を利用することとしています。 

これらの利用が著しく困難等である場合には、教職員による運転その他の方法を検討

してください。 

その際には、距離だけでなく、所要時間、生徒数、荷物量、運転者の負担等を含め、

安全性を総合的に判断してください。 

問２－１ 練習試合や合同練習も「部活動遠征」に該当しますか。 

問２－２ 学校から近い場所への移動も、部活動遠征になりますか。 

問２－３ 毎年実施している大会や練習試合であっても、改めて「遠征の必要性」を確認 

する必要がありますか。 

問２－４ 遠征計画について、校長は何を確認すればよいですか。 

問３－１ 「概ね 100km 以上」とは、100km を超えたら必ず公共交通機関・貸切バスを利 

用しなければならないという意味ですか。 



 

 

 〇 例えば、次のような場合が考えられます。 

   ・公共交通機関を利用すると、大会等の開始時間に間に合わない場合 

   ・大会終了後、公共交通機関を利用すると、当日中に帰ってこられない場合 

   ・活動場所への公共交通機関によるアクセスが悪く、乗換え等により移動時間が著し

く長くなり、生徒の活動や健康に大きな負担が生じる場合 

   ・貸切バス事業者に運行を依頼したものの、運行可能な事業者が見つからない場合 

   ・生徒数が少なく、貸切バスの利用が合理的でない場合 

 

 

 

 〇 荷物が多いことだけをもって、直ちに公共交通機関等の利用が著しく困難とはいえませ

ん。 

例えば、荷物を顧問等が自家用車等で運搬し、生徒は公共交通機関を利用して移動す

るなど、生徒の安全を確保しながら荷物を運搬する方法を検討してください。 

その上で、荷物の量や大きさ、競技の特性等から、公共交通機関等の利用が著しく困

難と認められる場合には、移動手段を検討してください。 

 

 

 

 〇 本基準の「概ね 100 ㎞以上の移動」は、遠征における主たる移動の片道の距離を基準

として判断してください。 

 

 

 

 

〇 この原則は、遠征における主たる移動について適用するものです。 

遠征先における宿泊施設、競技会場などの移動についても、人数や移動距離や安全性

等を確認した上で、適切な移動手段を選択してください。 

   なお、レンタカーを利用する場合は、本基準に定める必要な確認及び手続を行ってく

ださい。 

 

４ 教職員による運転 

 

 

〇 一律に禁止するものではありませんが、距離に関わらず生徒の安全を最優先とし、公

共交通機関等の利用可能性を十分に検討したうえで、移動手段を選択してください。 

 

 

 

 〇 運転者の疲労等を考慮し、安全運転に支障を及ぼさない運行計画となっているかを確

認してください。 

問３－２ 「著しく困難等」とは、どのような場合ですか。 

問３－４ 概ね 100km 以上という距離は、片道ですか、往復ですか。 

問３－５ 概ね 100 ㎞以上の遠征において、公共交通機関で遠征先まで移動し、最寄駅か

ら宿泊施設や競技会場までレンタカーを使用することはできますか。 

問４－１ 概ね 100km 未満であれば、顧問が自家用車を運転してもよいですか。 

問４－２ 顧問が運転する場合、どのような点を特に確認すればよいですか。 

問３－３ 大量の荷物がある時は「著しく困難等」といえますか。 



 特に、長時間の運転、早朝・深夜の運転、活動終了後の運転等については、運転者の

負担を十分考慮してください。 

   また、運転前には、健康状態等について教育委員会が示す電子フォームその他学校が

定める方法により自己点検を行い、その結果を記録してください。 

 

 

 

 

〇 教職員自身が健康状態等を確認し、安全運転に支障を及ぼすおそれがないことを確認

するためです。 

 部活動遠征では、長時間の運転や早朝・夜間の運転等により、運転者に疲労が蓄積す

る場合があります。このため、運転前に自身の健康状態や疲労の状況等を確認し、その

結果を記録することで、無理な運転を防ぎ、生徒の安全確保につなげることを目的とし

ています。 

 

 

 

〇 距離にかかわらず、教職員が運転する場合は、運転前に自己点検を行ってください。 

「概ね 100km 以上」という基準は、主に移動手段を検討する際の目安であり、運転前

の健康状態等の確認については距離による例外を設けていません。 

 

 

 

 〇 いいえ。運転者である教職員等が乗車している場合も、本基準の「教職員等が同乗す

る」に含まれます。運転者とは別に教職員等を配置することを求めるものではありませ

ん。 

 

５ レンタカー 

 

 

 〇 可能ですが、学校が自ら借受人となって、法令に基づく許可を受けた事業者から借り

受け、貸渡約款を遵守するなど、本基準に定める事項を確認してください。 

また、遠征当日は、貸渡証を携行してください。 

 

 

 

 〇 レンタカーについては、レンタカー事業者との契約及び貸渡条件を適切に確認するこ

とが必要です。 

   具体的には、次の点について確認してください。 

・学校が自ら借受人となって契約すること 

・貸渡約款を遵守すること 

・貸渡証の交付を受け、携行すること 

 

問４－５ 教職員が運転する車両には、必ず別の教職員が同乗する必要がありますか。 

問５－１ レンタカーを利用して遠征することはできますか。 

問５－２ レンタカーを利用する場合、通常の自家用車利用と何が違いますか。 

問４－３ 教職員が運転する場合、なぜ運転前に電子フォーム等による自己点検を行うの

ですか。 

問４－４ 概ね 100km 以内の移動でも、運転前の自己点検を行う必要がありますか。 



 

 

 

 〇 「生徒を引率するための大型自動車使用に関する要領」に基づく必要な手続を行って

ください。 

また、本基準に基づく遠征計画の確認・承認も必要です。 

 

 

 

 〇 本基準に基づき、学校は、様式（遠征計画書兼承認申請書）の写しを高等学校教育課

に提出してください。 

 

 

  

 

〇 10 人乗り以下のレンタカーについては、「新潟県教育委員会自家用車公務使用要領」の

適用対象ではありませんが、教職員が運転して県外へ引率する点では、自家用車による

引率と同様の安全管理が必要であることから、本基準において、県外引率の場合に様式

（遠征計画書兼承認申請書）の写しを高等学校教育課に提出することとしています。 

 

 

 

 

 〇  利用する移動手段に応じて、次のとおり確認してください。 

・ 貸切バス・タクシー 

 「道路運送法」に基づく旅客自動車運送事業の許可を受けた事業者であること  

・ レンタカー 

「道路運送法」に基づく自家用自動車有償貸渡しの許可を受けた事業者であること 

 

６ 貸切バス等 

 

 

 〇 貸切バス等の営業用自動車を利用する場合も、遠征全体について学校が安全性を確認

する必要があります。 

   事業者について、法令に基づく許可を受けた事業者であること、運行計画や運転者の

休憩・交替体制が適切であること、契約内容及び運行内容が書面で確認できること等を

確認してください。 

 

７ 運転者を外部に依頼する場合 

 

 

  

〇 本基準は、特定の事業形態に限定するものではありません。 

問５－３ 大型自動車（11 人乗り以上）のレンタカーを使用する場合はどうすればよいで 

すか。 

問５－４ 10 人乗り以下のレンタカーで県外遠征をする場合、追加の手続がありますか。 

問５－５ 10 人乗り以下のレンタカーで県外遠征をする場合、様式（遠征計画書兼承認申

請書）の写しを高等学校教育課に提出するのはなぜですか。 

問６－１ 貸切バスを利用すれば、本基準上の確認は不要ですか。 

問７－１ 「法令に基づき適法に運転者を確保できる事業者」とはどのような事業者を想

定していますか。 

問５－６ レンタカー、貸切バス等を利用する場合、事業者の「法令に基づく許可」とは

何を確認すればよいですか。 



学校は、関係法令に基づき適法に運転者を確保できる事業者と契約するものとし、例

えば、労働者派遣事業者など、運転者を提供できる事業者が考えられます。 

なお、レンタカー事業者は、車両と運転者を一体として有償で提供することはできま

せん。このため、レンタカーを利用する場合は、運転者についても関係法令に適合した

方法で確保する必要があります。 

 

 

 

 

 〇 貸切バス事業及びタクシー事業は、事業用車両と運転者により旅客を運送することを

前提とした事業です。そのため、貸切バス事業又はタクシー事業として、運転者のみを

提供することはできません。 

一方で、貸切バス事業者等の中には、自家用自動車管理事業など、関係法令に基づく

別の事業として運転者を提供している事業者もあります。このような場合は、当該事業

に基づき適法に契約する必要があります 

 

８ 保護者による送迎 

 

 

 〇 学校が保護者運転を前提として遠征の配車を組むことはできません。 

 

 

 

 

 〇 本基準では、事前に教育委員会と協議することとしています。 

   学校だけで判断せず、高等学校教育課にあらかじめ相談してください。 

 

９ 緊急時・安全上の判断 

 

 

 

 〇 校長の承認は、承認時点における計画について行うものです。 

   その後、気象状況、交通状況、警報等により安全確保が困難となった場合は、生徒の

安全を最優先として、計画の変更、中止、延期等を判断してください。 

 

 

 

 

 〇 変更内容が安全管理上重要な事項に関わる場合は、学校として変更内容を確認し、必

要に応じて校長の承認を得てください。 

特に、移動手段、運転者、運行計画等の変更については、安全性への影響を確認して

ください。 

 

問８－１ 保護者の送迎を学校が依頼することはできますか。 

問８－２ 保護者が大型自動車（11 人乗り以上）の車両で送迎したいと申し出た場合はど

うすればよいですか。 

問９－１ 遠征当日に天候が悪化した場合、いったん校長が承認した計画でも変更する必

要がありますか。 

問９－２ 遠征計画を作成した後に、移動手段を変更することになった場合はどうすれば

よいですか。 

問７－２ 貸切バス事業者やタクシー事業者に、レンタカーや学校の車両の運転のみを依

頼することはできますか。 



 

 

 

 〇 本基準では、生徒の生命及び身体の安全を最優先としています。 

   安全性に懸念がある場合は、移動手段、移動計画、引率体制その他必要な事項を見直

してください。 

   なお懸念が解消しない場合は、遠征の実施を見合わせてください。 

 

１０ 学校が迷いやすいケース 

 

 

〇 「距離に関わらず、通常の活動場所以外で部活動を行うため、生徒を引率して移動す

る教育活動」に該当するかを確認してください。 

判断が難しい場合は、実施前に保健体育課へ相談してください。 

 

 

 

 〇 本基準に定めのない事項については、あらかじめ保健体育課と協議してください。 

 

１１ 保護者への説明 

 

 

 〇 遠征の計画について、書面その他適切な方法により、事前に情報提供してください。 

   少なくとも、遠征先、日程、活動内容、移動方法、集合・解散方法等、保護者が遠征

の概要と安全面を把握できる情報を提供してください。 

 

問９－３ 安全上の懸念があるものの、予定していた大会なので中止しにくい場合はどう

すればよいですか。 

問１０－１ 「このケースは部活動遠征に該当するのか」と迷います。 

問１０－２ 基準に書かれていないケースなら、学校の判断で実施してよいですか。 

問１１－１ 保護者には、遠征のどこまで説明すればよいですか。 



生徒の生命及び身体の安全をすべてに優先させることを基本とし、遠征の実施可否・移動

手段・引率体制を学校が組織として確認・承認する仕組みを構築する。安全性に懸念が

ある場合は計画を見直し、なお解消しない場合は実施を見合わせる。

基本的な考え方

01 生徒の安全最優先

実施可否を含め、安全確保を最優先

に判断

02 組織としての安全管理

顧問任せにせず、学校が組織的に確

認・判断

03 必要性・妥当性の検討

目的・教育的意義・生徒の負担や費

用を総合的に検討

04 移動手段の原則

概ね100km以上は公共交通機関・貸

切バス等を優先

05 安全未確認時の対応

懸念が解消しなければ実施を見合わ

せる

学校の承認プロセス

↓

↓

移動手段ごとの主な確認事項

移動手段 主な確認事項

貸切バス・タクシー

営業用自動車

学校契約

許可事業者であること（緑ナ

ンバー等）／運行計画・運転

者の休憩交替体制／契約書・

運送引受書での書面確認

教職員の自家用車

10人乗り以下

「公務使用自家用車届出書」

を校長へ提出／県外引率は出

発7日前までに高等学校教育課

へ届出／運転者の疲労等を考

慮した運行計画

教職員の大型自動車

11人乗り以上

「学校自動車使用届出書」（車

検証・保険証券の写し等添付）

／「生徒引率承認申請書」を

提出／保護者全員の同意を取

得

レンタカー
学校契約

貸渡証の交付を受け内容確

認・携行／運転担当教職員を

契約上の運転者に指定／大型

車は上記大型自動車の手続を

準用

運転者の外部委託
学校契約

運転者の手配を法令上認めら

れた事業者であること／見積

書・契約書で契約内容・運行

内容を書面確認

保護者による送迎 保護者運転を前提とした配車

は組まない／集合解散場所・

緊急連絡先等を提供／11人以

上の送迎は事前に高等学校教

育課と協議

共通 教職員が運転する場合は、運転前に健康状態等を電子

フォーム等で自己点検・記録し、必要に応じ管理職が

把握できるようにする。

緊急時の対応体制

事故その他緊急事態の発生に備え、連絡体制をあらかじめ整

備しておくものとする。

保護者への情報提供

遠征計画について、書面その他適切

な方法により事前に情報提供する。

教育委員会との協議

基準の適用に疑義が生じた事項は、

あらかじめ保健体育課と協議する。

基準運用の見直し

教育委員会は各校の運用状況を確認

し、実情を踏まえ必要に応じて見直

す。

新潟県教育委員会「部活動遠征における安全確保基準」概要版

新潟県教育委員会

部活動遠征における安全確保基準（概要版）

顧問

「遠征計画書兼承認申請書」を作成し

校長に提出

校長

次の4点を確認のうえ、安全確保を確認

できた場合に限り承認

①遠征の必要性・妥当性

②移動計画の適切性

③緊急時対応体制

④移動手段ごとの必要事項

学校（契約主体）

貸切バス・レンタカー等の利用、外部委託の場合

は学校が契約主体として事業者と契約

資料４



「運転前安全管理チェックフォーム」の作成について

1 作成手順

① グループウェアに添付（グーグルドライブの教職員共通ドライブにも掲載）の様式を
ダウンロードする。
※ グーグルドライブのファイルは複製またはダウンロードすること。

② グーグルフォームで質問項目を編集する。
・ 管理職連絡先を編集すること。
・ 質問項目については、「安全管理チェックシート（当日確認用）」（令和８年６月

文部科学省・国土交通省）を参考とすること。
③ グーグルドライブに保存し、URLを二次元コードにするなどして職員に周知する。
④ 回答をスプレッドシートにリンクし、スプレッドシートのURLを保健体育課に報告する。

※ スプレッドシートの共有設定を確認し、honcho.hotai2@gs.nein.ed.jp（保健体育課）
を編集者または閲覧者とすること。

【スプレッドシートURL報告】 宛　先　：保健体育課学校体育指導係
タイトル：安全管理URL
本　文　：URLを記載する

2 添付の様式の仕様について

【質問項目】
① 運転者氏名
② 担当の部活動名
③ 運転者は事前に管理職の承認を得ていますか？
④ 天候や道路交通状況等を確認し、無理のない移動計画となっていますか？
⑤ 引率する生徒の体調等に異常はありませんか？
⑥ あなたの健康状態について、安全な運転に支障はないですか？
⑦ 酒気を帯びた状態にありませんか？
⑧ 有効な運転免許証またはマイナ免許証を携帯していますか？
⑨ 運転する自動車の選択してください

└ 自家用車　…⑩タイヤの状態など自動車に異常はありませんか？
└ レンタカー…⑩貸渡証を携行していますか？

⑪ 生徒が乗車時に、シートベルトの着用や安全確保のために必要なことについて指導して
ください。

※ すべて必須の質問。
※

3 その他

・ 送信された回答は、リアルタイムでスプレッドシートに反映される。
※管理職は、スプレッドシートを閲覧して安全を確認する。

③～⑩の質問に「いいえ」と回答した
場合は、管理職への報告を促すページ
となる。

資料５



【安全管理チェックフォームの質問項目】

↓

↓

↓
　※自家用車を選択した場合

↓

　※レンタカーを選択した場合

↓

↓

↓

→ 送信して報告終了

　※各質問で「いいえ」を選択した場合は、

　　管理職に報告を促す画面が表示される。

↓



大 私 第 3 1 8 号 

令和８年８月 20 日 

私立中学・高等学校設置者 様 

私 立 中 学 ・ 高 等 学 校 長 様 

新潟県総務部大学・私学振興課長  

 

 

部活動遠征の実態調査結果及び事故防止のための対策について 

 

令和８年５月６日に福島県内の磐越道で発生した事故を受けて、再発防止策

を検討するため、部活動遠征の実態調査を行ったところですが、別添のとおり

に調査結果を取りまとめました。 

ついては、当該実態調査の結果を踏まえ、教育活動等における移動時の安全

確保について、下記のとおり県としての対応方針を策定しましたので、御対応

くださるようお願いします。 

 

記 

 

１ 遠征の実態に即した共通の安全基準の明確化 

  県立学校の「部活動遠征における安全確保基準」及び令和８年６月 30日付

け８文科教第 681 号の文部科学省通知を踏まえ、各学校において移動に関す

る基本方針※１を含めた、部活動遠征における安全確保基準※２の策定を行っ

てください。 

策定にあたっては別添の「部活動遠征における安全確保基準作成チェック

リスト」を参考にしてください。 

すでに同様の基準を策定済みの学校におかれましても、「部活動遠征にお

ける安全確保基準作成チェックリスト」に記載されている項目を満たすこと

を確認してください。 

※１ 顧問による運転や貸切バス等利用の場合等の基本方針 

※２ 学校による遠征計画の確認、貸切バス等利用の場合の確認事項、教

職員の同乗、保護者への事前連絡等の内容について記載 

 

２ 学校・学校法人が組織として安全管理を行う仕組みへの転換 
学校が組織的に遠征の実施を決定する体制を構築し、安全対策の立案・実

施状況については校長等の学校内部のみならず学校法人として理事会や監事

等による確認を行う体制を整備するとともに、校外活動計画や契約内容等を

保護者へ事前に周知してください。 

 
 【担 当】 

 大学・私学振興課 私学班 櫻井 

電 話：025-280-5020 （直通） 

E-mail：shigaku@pref.niigata.lg.jp 

参考資料（私立） 
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部活動遠征の実態調査結果及び再発防止策
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３ 調査で明らかになった実態

(2) 安全管理体制について

(1) 遠征の実施状況

※事業所を利用した部活動数で算出
※県立は、これまで確認を求める明
確なルール等なし

※事業所を利用した部活動数で算出
※県立は、これまで発行を求める明
確なルール等なし

② 管理職による事前の書類確認 ④ 危機管理マニュアルの改訂③ 事故時の連絡体制の共有① 事業所利用時の契約書等発行

いつもしている 70.2% (214 部) 71.5% (108部)

県立学校 私立学校

いつもしている 38.4% (118部) 37.7% (57部)

県立学校 私立学校

いつもしている 86.7% (593部) 79.7% (188部)

県立学校 私立学校
改定済 97.6% (84校) 17.4% (4校)

県立学校 私立学校

※未改定の学校への対応
・県立２校は６/26時点改定済
・私立に対しては、速やかに改定
するよう要請済み。8/18時点で
改定済みは17校(73.9%)

※個別の状況を確認したところ、レンタカー及び運転者の手配・契約関係に疑義があった遠征が、
県立で３件（４校・複数校合同遠征を含む）、私立で12件（１校）確認されました。（なお、県立３件については、関係機関に相談中）
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❶ 遠征の実態に即した
共通の安全基準の明確化

・県立高校の安全基準や国の対策等を
参考に、各学校において移動に関す
る基本方針※1を含めた部活動遠征に
おける安全確保基準※2を策定

※１ 顧問による運転や貸切バス等利
用の場合の基本方針を位置づけ
※２ 学校による遠征計画の確認、貸
切バス等利用の場合の確認事項、教
職員の同乗、保護者への事前連絡等
の内容を記載

➋ 学校・学校法人が組織として
安全管理を行う仕組みへの転換

・遠征の実施を顧問個人の判断に
委ねるのではなく、学校が組織的に
確定・決定する体制を構築

・校外活動計画に関する保護者への
事前連絡（契約内容等含む）

・安全対策の立案や実施状況に
ついては、校長等学校内部による
対応によらず学校法人として、
理事会や監事等の確認の実施を求める

（１）基本方針

❶ （１）基本方針に沿った対応を
各学校・学校法人に対して要請

・（１）基本方針の内容を各学校・学校
法人に周知するとともに、基本方針に
沿った対応を実施するよう要請

（２）具体的方策

再発防止策について ※私立学校５

➌ 部活動遠征等における
安全確保に関する研修会の実施

・安全確保基準の趣旨を現場に
浸透させるため、研修を実施
（県立・私立合同開催）

➋ 実施状況のフォローアップ
・今回の要請の対応状況について、

各学校・学校法人に対して
フォローアップ調査を実施するととも
に、当面の間は年１回の調査を継続

・危機管理マニュアルの速やかな策定及
び策定までの間においても安全管理の
取組の徹底を要請

・保護者に対して、各学校における対応
策の周知と、遠征における安全確保状
況等の事前連絡を実施するよう要請

・各学校において策定した
移動に関する基本方針や部活動遠征
における安全確保基準は、
各学校のHPへ掲載するよう要請



1 
 

部活動遠征における安全確保基準 
 

新潟県教育委員会 

令和８年８月 20 日 

 

１ 目的 

  部活動遠征の実施にあたっては、生徒の生命及び身体の安全がすべてにおいて優先され

なければならない。 

  本基準は、部活動遠征における安全管理の基本的事項を定めることにより、生徒が安心

して教育活動に参加できる環境を整備するとともに、学校が組織として安全管理を行う体

制を構築することを目的とする。 

また、遠征の計画、確認及び承認の手続きを明確化することにより、安全確保を前提と

した適切な実施を図るものとする。 

 

２ 定義 

  この基準において、用語の意義は、次のとおりとする。 

(1) 「部活動遠征」とは、距離に関わらず、通常の活動場所以外で部活動を行うため、生

徒を引率して移動する教育活動をいう。 

 (2) 「通常の活動場所」とは、当該部活動において日常的に活動している学校施設その他

の継続的に使用している活動場所をいう。 

 (3) 「顧問」とは、当該部活動の指導及び引率を担当する教職員をいう。 

 

３ 基本的な考え方 

 (1) 生徒の安全を最優先とすること 

   学校は、実施の可否を含め、安全確保を最優先に判断するものとする。 

 

 (2) 学校組織として安全管理を行うこと 

   学校は、部活動遠征に係る安全管理を顧問の判断や経験に委ねるのではなく、組織と

して必要な確認を行い、安全性を総合的に判断したうえで、実施の可否を判断するもの

とする。 

 

 (3) 遠征の必要性及び妥当性を十分検討すること 

   学校は、遠征の目的、教育的意義、生徒への負担及び費用負担等を総合的に勘案し、

教育活動としての必要性及び妥当性を十分に検討するものとする。 

 

 (4) 移動手段の基本的な考え方 

概ね 100 ㎞以上の移動については、原則、公共交通機関及び貸切バス等の営業用自動

車を利用する。 

県立学校用 
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これらの利用が著しく困難等である場合、教職員による運転その他の方法を検討す

る。 

この原則は、遠征における主たる移動について適用するものとし、遠征先における宿

泊施設、競技会場その他の目的地間の移動についても、移動距離、人数その他の状況を

踏まえ、安全性を考慮して移動手段を選択するものとする。 

 

(5) 安全が確認できない場合の対応 

   学校は、本基準に基づき必要な事項を確認し、安全が確保されると認められる場合に

限り、部活動遠征を実施するものとする。 

   確認の結果、安全性に懸念がある場合は、移動手段、移動計画、引率体制その他必要

な事項について見直しを行い、なお懸念が解消しない場合は、遠征の実施を見合わせる

ものとする。 

 

４ 学校による確認及び承認 

顧問は、遠征の実施にあたり、教育委員会が定める様式（部活動遠征計画書兼承認申請

書）により、遠征計画を校長に提出し、承認を受けなければならない。 

校長は、次の(1)～(4)に掲げる事項について確認し、安全が確保されると認められる場

合に限り、承認するものとする。 

学校は、貸切バス、レンタカー等を利用する場合及び外部に運転者を依頼する場合に

は、遠征計画の承認を受けたうえで、学校を契約主体として、適切な事業者と契約するも

のとする。 

 (1) 遠征の必要性及び妥当性 

学校は、次の事項を確認するものとする。 

    ・ 遠征の目的及び教育活動としての必要性 

    ・ 生徒への負担及び費用負担 

    ・ 宿泊の必要性 

    ・ 遠征回数及び実施時期 

 

(2) 移動計画の適切性 

学校は、公共交通機関及び貸切バス等営業用自動車の利用可能性を十分に検討したう

えで、次に掲げる事項について総合的に勘案し、安全性の観点から適切な移動計画を策

定するものとする。 

      ・ 移動距離 

・ 所要時間 

・ 生徒数 

・ 荷物量 

・ 移動手段 

・ 集合及び解散の方法 
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・ 運転者及び運行計画 

・ 教職員等の同乗体制 

特に、公共交通機関又は貸切バス等営業用自動車以外の車両を使用する場合は、教

職員等（部活動指導員、保護者等の学校関係者を含む）が運転者又は同乗者として乗

車するものとする。 

 

(3) 緊急時の対応体制 

   学校は、事故その他緊急事態が発生した場合に備え、必要な連絡体制をあらかじめ整

備するものとする。 

   

(4) 移動手段ごとの確認事項 

  学校は、移動手段に応じ、次に掲げる事項について確認又は対応するものとする。 

① 貸切バス、タクシー利用の場合 

  学校は、次に掲げる事項について確認するものとする。 

   ・ 法令に基づく許可を受けた事業者であること（緑ナンバー等の確認） 

   ・ 運行計画及び運転者の休憩・交替体制が適切であること 

   ・ 契約書、運送引受書等により契約内容及び運行内容が書面で確認できること 

 

 ② 教職員が自家用車（10 人乗り以下）を運転して生徒を引率する場合 

    学校は、「新潟県教育委員会自家用車公務使用要領」に基づく必要な手続きを行う。 

【新潟県教育委員会自家用車公務使用要領】に基づく主な手続き 

□  引率担当者が「公務使用自家用車届出書」を校長に提出 

□ 県外引率の場合は、旅行開始日７日前までに、校長が「公務使用自家用車 

による県外引率届出書」を高等学校教育課に提出 

    また、運転者の疲労等を考慮し、安全運転に支障を及ぼさない運行計画となってい

ることについて確認するものとする。 

 

③ 教職員が大型自動車（11 人乗り以上）を運転して生徒を引率する場合 

学校は、「生徒を引率するための大型自動車使用に関する要領」に基づく必要な手

続きを行う。 

【生徒を引率するための大型自動車使用に関する要領】に基づく主な手続き 

□ 引率担当者が「学校自動車使用届出書」を校長に提出 

  ※車検証、保険証券の写し及び運転記録証明書を添付 

□ 引率担当者が「学校自動車による生徒引率承認申請書」を校長に提出 

□ 引率する生徒の保護者全員の同意を得ること 

    また、運転者の疲労等を考慮し、安全運転に支障を及ぼさない運行計画となってい

ることについて確認するものとする。 
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④ 教職員がレンタカーを運転して生徒を引率する場合 

 学校は、次に掲げる事項について確認するものとする。 

・法令に基づく許可を受けた事業者であること  

・貸渡約款を遵守すること 

・貸渡証の交付を受け、契約内容を確認するとともに、運行時に携行すること 

・実際に運転を担当するすべての教職員が、貸渡契約上の運転者として指定されて 

いること 

   ・運転者の疲労等を考慮し、安全運転に支障を及ぼさない運行計画になっているこ     

    と 

・大型自動車（11 人乗り以上）のレンタカーを利用する場合は、「生徒を引率する

ための大型自動車使用に関する要領」に基づく必要な手続を行っていること 

また、10 人乗り以下のレンタカーを使用して県外引率を行う場合は、本基準に基づ

き、学校は様式（部活動遠征計画書兼承認申請書）の写しを高等学校教育課に提出す

るものとする。 

  

 ⑤ 教職員が運転する場合の共通事項 

②から④までに共通して、教職員が車両を使用する場合は、運転前に、健康状態等

その他安全運転に支障を及ぼす恐れのある事項について、教育委員会が示す電子フォ

ームその他学校が定める方法により自己点検を行い、その結果を記録するとともに、

必要に応じて管理職が把握できるようにするものとする。 

 

⑥ 運転者を外部に依頼する場合 

学校が、運転者（貸切バス、タクシー等営業用自動車を除く）を外部に依頼する場

合は、次に掲げる事項について確認するものとする。 

・法令に基づき運転者の手配を行うことが認められた事業者であること 

・見積書、契約書等により契約内容及び運行内容が書面で確認できること 

 

 ⑦ 保護者による送迎 

  学校は、遠征計画上、保護者運転を前提とした配車を組むことは行わないものとす

る。 

保護者による送迎が行われる場合には、学校は、集合・解散場所、緊急連絡先その

他必要な情報を提供するとともに、安全運転への協力を依頼するものとする。 

ただし、保護者が大型自動車（11 人乗り以上）を使用して複数の生徒を送迎する場

合は、事前に高等学校教育課と協議するものとする。 

 

５ 保護者への情報提供 

学校は、遠征の計画について、書面その他適切な方法により、保護者に対して事前に情

報提供するものとする。 
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６ 教育委員会との協議 

  学校は、この基準の適用に疑義が生じた事項について、あらかじめ保健体育課と協議す

るものとする。 

 

７ 基準運用の見直し 

教育委員会は、本基準の各学校における運用状況について確認するとともに、学校の実

情を踏まえ、必要に応じて見直しを行う。 

  



6 
 

部活動遠征計画書 兼 承認申請書 記入上の留意事項 

 

１ 基本情報 

基本情報欄は、遠征の概要が分かるよう、必要事項を記載してください。 

・ 「遠征の理由」は、遠征を実施する必要性が分かるよう、具体的に記載してください。 

高体連、高野連、高文連主催大会への出場の場合は、記載不要です。 

・ 「引率職員（緊急連絡先）」は、引率する職員を全員記載し、緊急時に連絡可能な電話番号を記

載してください。 

 

２ 移動計画 

(1) 集合・解散方法 

・集合及び解散について、該当する項目にチェックを入れてください。 

・集合及び解散のいずれも「現地」を選択した場合は、【行程・移動手段】の記載は不要です。

【現地集合・現地解散の場合】に、集合及び解散の日時・場所を記載してください。 

(2) 行程・移動手段 

集合から解散までの出発・到着時刻、区間、移動者、移動手段、運転者・運行事業者等及び

同乗者を記載してください。 

・出発時刻及び到着時刻の両方を記載してください。 

・生徒と引率職員の移動手段が異なる場合や、移動する区間が異なる場合は、それぞれ 分け

て記載してください。 

・公共交通機関を利用する場合は、利用する交通機関（例：新幹線、在来線等）が分かるよう

に記載してください。  

・貸切バス、タクシー等を利用する場合は、運行事業者名を記載してください。 

・自家用車、学校自動車、レンタカー等を使用する場合は、運転者の氏名を記載してくださ

い。 

・公共交通機関又は貸切バス等営業用自動車以外の車両を使用する場合は、運転者又は同乗者

として乗車する教職員等を記載してください。  

・ 「同乗者」欄には、運転者以外に同乗する教職員等（部活動指導員、保護者等の学校関係者を

含む）を記載してください。同乗者がいない場合は「なし」と記載してください。  

 

【記載例１】生徒と顧問が貸切バスで移動する場合 

日時 区間 移動者 移動手段 運転者・運行事業者等 同乗者 

4/1(月) 8:30 発→10:00 着 学校→会場 生徒 40 名・顧問 2 名 貸切バス ○○バス㈱ 顧問 2 名 

 

 

 

 



7 
 

【記載例２】生徒と顧問の移動手段が異なる場合 

日時 区間 移動者 移動手段 運転者・運行事業者等 同乗者 

4/1(月) 8:00 発→9:30 着 学校→会場 顧問１名 自家用車 〇〇 〇〇 なし 

4/1(月) 8:30 発→10:00 着 〇〇駅→会場 生徒 25 名 電車・バス ― なし 

 

３ 公共交通機関や貸切バス等の利用が困難な理由 

・概ね 100km 以上の遠征において、公共交通機関や貸切バス等を利用しない場合に記載してくだ

さい。 

・公共交通機関及び貸切バス等の利用可能性を検討した上で、これらを利用しない具体的な理由

を記載してください。 

・ 「荷物が多い」「移動が不便」等の事情だけでなく、公共交通機関や貸切バス等の利用が困難で

ある具体的な事情を記載してください。 

・生徒が公共交通機関を利用し、引率職員が荷物の運搬等のため自家用車で移動する場合は、こ

の欄への記載は不要です。 

【記載例】 

  ・大型の競技用具を運搬する必要があり、公共交通機関での運搬が困難であるとともに、貸切バス

の利用についても、必要な車両を確保することが困難であるため 

・公共交通機関の運行本数が少なく、競技会の開始時刻に間に合わないため 

・引率生徒数が少なく、貸切バスの利用が合理的でない 

・貸切バス事業者に運行を依頼したものの、運行可能な事業者が見つからない 

 

４ 費用 

・遠征に係る費用の合計額には、移動費、宿泊費、参加費等、遠征の実施に直接必要となる費用

を含めて記載してください。生徒 1人当たりの負担額は、実際に生徒が負担する額を記載して

ください。 

 

５ 管理職確認 

・管理職は、遠征の必要性・妥当性、移動手段、運転者、運行計画及び引率体制について、安全

確保の観点から確認してください。 

・安全性に懸念がある場合は、移動手段、行程、引率体制等の見直しを行ってください。 

・「管理職所感」は、再検討を求める場合や、特に留意事項がある場合に記載してください。 

 



（様式） 

部活動遠征計画書 兼 承認申請書 

１ 基本情報 

部活動名      引率生徒数   名  ※名簿を別添 

遠征日程 令和  年  月  日（ ）～ 月  日（ ）    泊  日 

主な活動場所                      住所：    県    市             ℡      -       - 

宿泊先                  住所：    県    市             ℡      -      - 

目 的 
□大会・コンクール □練習試合 □合宿 □イベント □その他（          ） 

大会名(主催者)：              （        主催） 

遠征の理由 

 

※高体連、高野連、高文連主催大会出場の場合は記載不要 

 

引率職員(緊急連絡先) 

※引率する職員を全員記載 
引率責任者：        ℡(携帯)：      -       - 

その他引率職員：      ℡(携帯)：      -       - 

 

２ 移動計画 
 

【集合・解散の時間と場所】 

 

 【行程・移動手段】※集合及び解散のいずれも「現地」を選択した場合は、記載は不要です。 

    

３ 公共交通機関や貸切バス等の利用が困難な理由 

※概ね 100km 以上の遠征で、公共交通機関や貸切バス等を利用しない場合に記載してください。 

 
 

 

４ 遠征費用 

遠征に係る費用の合計：     円 ／ 生徒 1人当たりの負担額：     円 

 

管理職確認欄   

□ 遠征の必要性・妥当性    □ 移動計画(移動手段・運転者等)の適切性    □ 緊急時の連絡体制 

□ 承認する 

□ 承認しない 

□ 再検討を求める 

〔管理職所感〕※再検討を求める場合や、特に留意すべき事項がある場合に記載してください 

  

 

 

集合 （時間）   ： （場所）  ☐ 学校  □現地  □その他（     ） 

解散 （時間）   ： （場所）  ☐ 学校  □現地  □その他（     ） 

出発・到着時間 区間 移動者 移動手段 運転者・運行事業者等 同乗者 

/（ ）  : 発→ : 着 →     

 /（ ） : 発→ : 着 →     

/（ ） :  発→ : 着 →     

/（ ） : 発→ : 着  →     



（様式） 

部活動遠征計画書 兼 承認申請書 

１ 基本情報 

部活動名  〇〇 部 引率生徒数  25 名  ※名簿を別添 

遠征日程 令和８年４月１日（月）～ ４月２日（火）   １泊２日 

主な活動場所  〇〇市立体育館     住所：〇〇県△△市〇〇町2-21   ℡〇〇〇-×△〇-×△〇〇 

宿泊先  ▲△旅館        住所：〇〇県△△市××町 1156   ℡〇〇〇-〇××-〇×〇〇 

目 的 
□大会・コンクール □練習試合 □合宿 □イベント □その他（          ） 

大会名(主催者)：春季高校△△交流大会（△△市スポーツ協会主催） 

遠征の理由 

 

※高体連、高野連、高文連主催大会出場の場合は記載不要 

・県内では実施が困難な○○高校との合同練習を通じて、技術の向上及び競技経験の充実を図るため。 

・対戦機会の少ない○○高校等との実戦形式の練習を行い、競技力の向上を図るため。 

・通常の活動場所では確保が困難な練習環境を確保し、集中的に練習を行うため。 

・専門的な設備を備えた○○施設を利用し、通常の活動場所では実施できない活動を行うため。 

・○○イベントへの参加を通じて、日頃の活動成果を発表するため。 

引率職員(緊急連絡先) 

※引率する職員を全員記載 
引率責任者：        ℡(携帯)：〇〇〇-〇〇××-〇×〇〇 

その他引率職員：      ℡(携帯)：△△△-××××-△△△〇 

 

２ 移動計画 
 

【集合・解散の時間と場所】 

 

 【行程・移動手段】※集合及び解散のいずれも「現地」を選択した場合は、記載は不要です。 

    

３ 公共交通機関や貸切バス等の利用が困難な理由 

※概ね 100km 以上の遠征で、公共交通機関や貸切バス等を利用しない場合に記載してください。 

・大型の競技用具を運搬する必要があり、公共交通機関での運搬が困難であるとともに、貸切バスの利用について 

も、必要な車両を確保することが困難であるため。 
・公共交通機関の運行本数が少なく、競技会の開始時刻に間に合わないため 
・引率生徒数が少なく、貸切バスの利用が合理的でない 

・貸切バス事業者に運行を依頼したものの、運行可能な事業者が見つからない 

 

４ 遠征費用 

〔20人の遠征で、移動費、宿泊費、大会参加費、施設使用料の合計が 196,000 円だった場合〕 

遠征に係る費用の合計：196,000 円 ／ 生徒 1人当たりの負担額：9.800 円 

集合 （時間） ９：30 （場所）  ☐ 学校  ☑現地  □その他（     ） 

解散 （時間） 16：00 （場所）  ☐ 学校  ☑現地  □その他（     ） 

出発・到着時間 区間 移動者 移動手段 運転者・運行事業者等 同乗者 

4/1（月）8:30 発→10:00 着 〇〇駅→会場 生徒 15 名・顧問１名 高速バス ― △△ △△ 

4/1（月）8:30 発→10:00 着 学校→会場 顧問１名 自家用車 〇〇 〇〇 なし 

4/1（月）15:30 発→17:00 着 会場→学校 生徒 40 名 貸切バス △△バス㈱ なし 

4/1（月）15:30 発→17:00 着 会場→学校 顧問１名 自家用車 〇〇 〇〇 なし 

4/8（月）8:30 発→10:30 着 学校→会場 生徒 10 名・顧問２名 学校自動車 〇〇 〇〇 ×× ×× 

4/8（月）15:00 発→17:00 着 会場→学校 生徒 10 名・顧問１名 学校自動車 〇〇 〇〇 なし 

記入例 



 

管理職確認欄   

□ 遠征の必要性・妥当性  □ 移動計画(移動手段・運転者等)の適切性  □ 緊急時の連絡体制 

□ 承認する 

□ 承認しない 

□ 再検討を求める 

〔管理職所感〕※再検討を求める場合や、特に留意すべき事項がある場合に記載してください 

  

・移動時間が長いため、適宜休憩を確保すること。 

・顧問の運転負担が大きいため、運転時間及び休憩について十分留意すること。 

・生徒の移動手段について、再度公共交通機関の利用を検討すること。 

・競技用具の運搬について、安全面を考慮した輸送方法を検討すること。 

 



部活動遠征における安全確保基準作成チェックリスト

各学校において、部活動遠征における生徒の安全を組織として確保するた

め、以下の項目が貴校の基準に網羅され、適切に規定されているか確認して

ください。 

 

１ 基本方針と組織体制の確立（安全確保基準 ３ 相当）

☐ 学校組織としての意思決定：

安全管理や実施可否の判断を顧問個人の経験や判断に委ねず、学校が

組織として確認・承認する手続きが定められているか。

☐ 遠征の必要性・妥当性の検討：  

遠征の目的、教育的意義、生徒への身体的・精神的負担、保護者の費

用負担、遠征回数及び実施時期が適切か、宿泊を伴う場合は宿泊が必

要か、事前に総合的に検討する仕組みがあるか。 

☐ 移動に関する基本方針： 

遠距離の移動において、基本的なルールが設けられているか。 

（例：概ね 100km 以上の移動は公共交通機関や貸切バス等の営業用自

動車を利用、自家用車を利用する場合の連続運転時間の上限設定等）

☐ 安全未確認時の対応：  

学校が、学校で定めた基準に基づき必要な事項を確認した結果、安全

性が確認できない、または懸念が解消されない場合に、遠征の実施を

見合わせる（中止・延期）手順が示されているか。 

 

２ 学校の対応と承認手続き（安全確保基準 ４(1)～(3) 相当） 

☐ 遠征計画書の提出と承認フロー：  

顧問が事前に様式を校長等（管理職）に提出し、承認を得る手続きが

明確になっているか。 

☐ 校長等による確認事項：

校長等が承認する際、①遠征の必要性・妥当性、②移動計画の適切

性、③引率・緊急時対応体制、④移動手段に応じた必要事項（自動車

利用の際の運転者を含む）等をチェックする仕組みになっているか。

☐ 移動計画の策定：

移動距離、所要時間、生徒数、荷物量、移動手段、集合・解散方法、

運転者及び運行計画、教職員等（部活動指導員や学校関係者を含む）の

同乗体制等を考慮し、無理のない安全な移動計画を策定する仕組みに

なっているか。

☐ 緊急時連絡体制の整備：

遠征中に事故や災害、その他緊急事態が発生した場合に備え、学校・

引率者・保護者・学校法人本部等を繋ぐ緊急連絡ルートが事前に整備

されているか。

私立学校用 



３ 移動手段別の確認・点検事項（安全確保基準 ４(4) ①～⑦ 相当）

① 貸切バス・タクシーの利用 

☐ 法令に基づく許可を受けた事業者（緑ナンバー等）であることを確認

する手順があるか。 

☐ 運行計画や運転者の休憩・交替体制が適切か確認する手順があるか。 

☐ 学校（学校法人）が契約主体となって契約し、契約書や運送引受書等

により、契約・運行内容を書面で確認するルールになっているか。 

② 教職員等による自家用車（10 人乗り以下）での引率・校務使用 

☐ 自家用車を校務で使用する際、事前に校長等へ届け出る手続きが定め

られているか。 

③ 教職員等による大型自動車（11 人乗り以上）での引率 

☐ 車検証、保険証券の写し、運転記録証明書などを添付した大型自動車

使用に関する届出書等を事前に校長へ提出する手続きがあるか。 

☐ 引率する生徒の保護者全員から事前に同意を得るルールになっている

か。 

④ レンタカーの利用 

☐ 法令に基づく許可を受けた事業者から、個人名義ではなく、学校（学

校法人）が借受人（契約主体）となって契約するルールになっている

か。 

☐ 貸渡約款を遵守し、契約内容を確認するとともに、貸渡証を運行時に

携行するルールになっているか。 

☐ 運転を担当する全ての教職員等が、貸渡契約上の運転者として指定さ

れていることを確認する手順があるか。 

☐ 11 人乗り以上のレンタカーを利用する場合、大型自動車使用と同様

の手続きを適用しているか。 

⑤ 保護者による送迎 

☐ 保護者の運転を認めるかどうかも含め、保護者による送迎のルールが

設けられているか。 

⑥ 自家用車・大型車・レンタカー（②～④）に共通する安全対策 

☐ 運転者の疲労等を考慮し、安全運転に支障を及ぼさない運行計画か、

確認するルールになっているか。 

☐ 教職員等の同乗：  

公共交通機関や営業用自動車以外の車両を使用する場合、教職員等が

原則として同乗するルールになっているか。 

☐ 運転前の安全確認（アルコール・健康チェック等）：  

教職員等が運転する際、運転前に健康状態や安全運転に支障がないか

（生徒に対するシートベルト着用指導等を含む）をチェックシート等

により自己点検し、その結果を記録し、管理職が把握する仕組みが整

備されているか。 

 



 

☐ 運転の外部依頼：  

運転を外部に依頼する場合、法令に基づく許可を受けた事業者に学校

（学校法人）が契約主体となって直接契約し、書面で契約内容を確認

するルールになっているか。 

 

４ 保護者連携と基準の運用（安全確保基準 ５～７ 相当）

☐ 保護者への事前情報提供：  

遠征計画（目的地、移動手段、行程、引率者、緊急連絡先等）につい

て、書面や電子連絡ツール等により、事前に保護者へ適切に情報提供

する手順があるか。 

☐ 疑義が生じた場合の対応：  

基準に定めのない事項や安全管理上の疑義が生じた場合、あらかじめ

校長や学校法人と協議する体制になっているか。 

☐ 基準運用の定期的な見直し：  

自校における運用状況を定期的に確認し、学校の実情を踏まえて必要

に応じて見直しを行う規定が盛り込まれているか。 
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